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は じめに

国際化社会といわれる今日では,政治や経済をはじめ,あ りとあらゆるものが国と国と

の関係なしには成 り立たなくなっており,一国の動向に他国が影響を受けやすくなつてき

たのである。よつて,一国の安定と発展には他国の安定と発展が不可欠であるが,世界で

はその安定と発展を阻害する紛争が後を絶たない .

世界の 22.2%の 面積を占めるアフリカでも,いくつかの内戦や紛争が解決にむかつてい

る中,いまだ解決の糸目さえ見つからない紛争も多く,平和で民主的な国づくりは難航し

ているのが現状である。内戦や紛争によつて土地を追われた人々は難民・避難民となるが,

その数はアフリカ全体で 486万人以上になる。アフリカは世界の人口の 14%(9億 500万

人),国連加盟国の 27.7%(53カ 国)を占め,人口増加率から見ても巨大市場になりうる

国々であるが,飢餓率が 35%を越える国が 18カ 国,1日 1ドル未満で生活する人々が全人

口の 46%にのぼるなど,深刻な貧困問題を抱える国々である。しかしそうした中でも,国

内における争いを収め,経済成長と民主化が進んでいる国もあり,南アフリカ共和国がそ

の一例である。またスーダンは 2005年 1月 に南北の和平合意が成立し,20年以上におよ

ぶ内戦が終結するかに見えたが,ダルフール地方における北部と南部住民の対立の激化は

続き,全面的な治安の向上には至っていない。ではなぜ南アフリカ共和国では内戦を終結

させ,現在まで経済発展と民主化を進めてこられたのか,なぜ同じことがスーダンでは達

成できていないのかを,こ の 2国の比較によつて考察していきたい。

仮説

アフリカ各国だけでなく,先進諸国や国連機関などの伸介,協力にもかかわらず,なぜ

多くのアフリカ諸国で未だ内紛が絶えないのか。争いの原因は人種,宗教の違いによるも

のという説をよく耳にするが,それは本当だろうか。本当であれば,内紛の原因がすでに

わかっているのに,なぜ解決できないのか.そ こで,い くつか仮説を考えてみた.まず一

つ目は,「先進諸国や国連機関の内紛への介入が効果をあげていない,または介入によつて

事態が余計に悪化し,そのために今までに終結しえたものが未だに続いているJと いうも

の。二つ目の仮説は「人種や宗教の違いによる争いというのは表面的なものであり,その

根本的な原因は別のものである」というものである。この二つの仮説を検証するために南



アフリカ共和国とスーダンの歴史的背景や文化等を比較分析し,アフリカにおいて内紛を

解決し,経済的発展と政治的安定の鍵となるものを検証していく。

2 南アフリカ共和国

2.1 南アフリカ共和国

(1) 国の概要

南アフリカ共和国はアフリカ大陸の最南端に位置し,その面積は 122万 kぽで日本の

国土の 3倍以上であるが,2003年の人口は 4,483万人で, 日本の 3分の 1程度だ。首都

はプレトリアである。南アフリカ共和国内ではキリス ト教が最も広く信仰されているが ,

その他にヒンズー教やイスラム教の教徒もいる。
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ゼーションJ

南アフリカ共和国は様々な肌の色をもつ国民を有すことから
「虹の国」と呼ばれ,多人

種・多民族国家である。大まかに区分すると黒人が全体の 79%,自人が 9.6%,カ ラー ド

(混血)が 8。9%,ア ジア系が 2.5%を 占めているが,実際にはそれら4つの区分の中でも

細かく分かれる。黒人は 9つの民族が存在し,それぞれズールー人,コーサ人,ペデイ人 ,

ソト人,ツ フナ人,ツオンガ人,ス フジ人,ンデベレ人,ヴエンダ人と呼ばれる。自人は

かつて移民としてやつてきたオランダ系白人とイギリス系白人に大別され,オランダ系は

アフリカーナーと言 う.ま た,自人の中にはドイツ系やフランスのユグノー教徒を祖先に

持つ人々もいる。峯陽一によると,カ ラー ドの起源は植民地時代に自人男性と彼らが使役

していた南アフリカ原住民のコイコイ人や奴隷の女性たちとの間に生まれた子どもである

が,カ ラー ドとアフリカーナーの違いは,どちらもアフリカーンス語を母国語とし,容姿

も区別がつかない場合があるため,明確ではない。

公用語は先住民族の言語であるズールー語,コーサ語,ペデイ語,ソ ト語,ツ フナ語 ,

ツォンガ語,ス ワチ語,ヌデベレ語,ヴェンダ語と,アフリカーンス語,英語,と実に計

11言語に上る.アフリカーンス語は先住民族の言語とオランダ語が合わさつて形成された

ものあり,上述のように主にアフリカーナーとカラー ドが使用する言語である。

(2)国の経済

南アフリカ共和国の経済発展の大部分は,その豊富な天然資源によつて支えられてきた。

その主な鉱産物を挙げると,金,ダイヤモンド,白金族 (プラチナ等),銀,銅,石炭,マ

ンガン,ニ ッケル,鉄鉱石,ク ロームなどである。白金族やマンガンなどは世界埋蔵量が 1

位で,金は世界の生産量の 4分の 1を占めており,輸出による収入の実に 4割弱が鉱業に

よるものである。

南アフリカ共和国のもう一つの主要産業は農業である。西には大西洋,東にはインド洋

と2つの海にはさまれ,内陸の標高が高いため,他のアフリカ諸国ほど気温の上昇はなく,

比較的穏やかな気候に恵まれている。そのため,南アフリカ共和国では昔から農業が盛ん

に行われ,特にフインは有名である。

2004年の南アフリカ共和国における国民総生産は 1,638億 ドルで,経済成長率は 3。7%

であった.これはアフリカ諸国の中でも群を抜いているが,2005年の失業率は 26.7%に も

上り,犯罪が後を絶たず,治安の悪化につながつている。



2.2 南アフリカ共和国の歴史

(1) 15世紀以前

現在の南アフリカ共和国の地域にはもともとサン人とコイコイ人が,紀元前から住んで

いた.サン人は数十人からなる集団で狩猟と植物採集によつて生活を営み,食料と水の確

保のために各地を移動しながら暮らしていた。北に羊や牛の牧畜と狩猟採集をどちらも行

う人々が現れ,それが次第に南方にも伝播した。その牧畜民がコイコイ人であつた.サン

人とコイコイ人は風貌が似ていたため,両者をまとめてコイサン人と呼ぶようになつた。

移動生活に適さないため,サン人は必要以上の財を蓄えることはなかったが,コイコイ人

にとつては家畜という財産が存在したため,やがて貧富の差が見られるようになった。南

アフリカの先住民にはさらに,コ イサン人よりも人数の多いバントゥー人がいた.彼 らは

モロコシやかばちやなどの栽培や牛の飼育によつて生活していた。コイサン人とは違い ,

農耕を生活の基盤としていたため,バントゥー人は定住して集落を形成し,彼 らにとつて

一番大切な財産は牛であつた。

(2)オ ランダからの入植者

南アフリカを囲む大西洋にはベングラ海流が,イ ンド洋にはモザンビーク海流が流れて

いたため,15世紀末まで南アフリカの外国との接点はほとんどなかつた,と 峯(1996)は指

摘している。しかし 17世紀に入ると,オランダ東インド会社が東方貿易に向かう船の補給

基地として,現在のケープタウンに目をつけたのである。そして,1652年にはオランダ人

の指揮官ファン・ リーベックが部下と共にケープタウンに訪れ,ケープタウン補給基地計

画をすすめていつた。そのうちに彼の部下の中から,その地に定住して自営農業を始める

者もでてきた。オランダからの入植者の数が増えるとともに, ドイツからも多くの入植者

がやつてきたし,中にはフランスのユグノー教徒も含まれていた。また,イ ンドネシアや

マレーシアフインド,ス リランカ,モザンビーク,マダガスカルなどから,何千人もの人々

が奴隷として連れてこられた。オランダからの入植者の多くはあまり裕福でない人々であ

つたが,それでも南アフリカでは数人の奴隷を使用することができたのである。入植者た

ちの中でケープタウンでは上手くいかなかつた人々は,次に辺境地帯へと流れていつた。

コイコイ人はやがて白人の人植者たちによつて土地と家畜を奪われ,彼 らの奴隷と同じよ

うに扱われることになる.サン人もまた入植者によつて命を絶たれたため,現在ではコイ

サン人社会と呼べるものはほとんど残つていない ,



(3)イ ギリスとアフリカーナー

1795年になると,今度はイギリスがオランダからケープ植民地を奪い,支配するように

なつた.1802年にイギリスはオランダにケープ植民地を返したが,1806年に再びイギリス

の植民地とした。そのころイギリスでは奴隷解放の気運が高まっていたため,イ ギリスは

1833年に奴隷制度を廃止したが,オランダ系白人のアフリカーナーたちはこれに反発し,

イギリス支配から逃れるために,1835年から40年にかけて集団移住を行 うようになつた。

これが後にグレー ト・ トレックと呼ばれるものである。

ちょうどそのころ,南アフリカの北東部に位置するズールー王国がその優れた兵力を武

器に,他の地域に対して土地の略奪行為を繰 り返していた.その略奪をめぐるズールー王

国と他民族の戦いはムフェカネと呼ばれる。ムフェカネの影響でズールー王国の略奪対象

とされていた地域に住んでいた民族の多くが,別の土地へと逃れていつた。そうして一時

的に誰も住むもののいなくなつた土地が,グ レー ト・ トレックの行き着いた先であつた。

そしてアフリカーナーたちは高原地帯の先の山岳地帯を越えて,ズールー王国まで領土を

拡大しようとした.アフリカーナーとズールー王国の間で激しい戦いが繰 り広げられ,結

局,武器で勝っていたアフリカーナーの勝利に終わる。しかし,ム フェカネからの避難し

ていたアフリカ人 (先住民)たちがズールー王国の敗戦を知り:自分たちの土地へ次々と

舞い戻つてきた.ナタールはそうしたアフリカ人たちで溢れ,イ ギリスは 1842年にナター

ルを併合した.そのためアフリカーナーたちは,再びイギリスの影響から遠ざかるために

高原地帯へと移動し,オレンジ川北部にオレンジ自由国を, トランスバール地方にトラン

スバール共和国を作り,イ ギリスもこれを認めた。

だが,1867年には当時のオレンジ自由国の一部であつたグリカランド・ウェストでダイ

ヤモンドの鉱山が見つかつたため,イ ギリスとその獲得をめぐつて対立を深めていった .

その後 1871年にイギリスはグリカランド・ウェストをケープ植民地に編入し,1877年に

は トランスバール共和国までをもケープ植民地に加えようと試みる.しかし 1881年に「ア

フリカーナー武装部隊がイギリス軍を破ると,イ ギリスはコス トがかかる再支配をあきら

め」(峯 1996:106), トランスバール共和国の条件付独立を認めることになる。その 5年後

の 1886年, トランスバールでは金の鉱脈がみつかつた。

1890年には鉱山王のセシル・ローズがケープ植民地の首相になり,1896年にトランスバ

ールをイギリス支配下におくためにクーデターを起こそうとするが失敗し,首相を辞任す

ることになる.そ して 1899年,南アフリカ全域を植民地としようとするイギリスと,それ



に対抗するトランスバール共和国とオレンジ自由国のアフリカーナーたちの間で,南アフ

リカ戦争が勃発する。

南アフリカ戦争では,農地を焼き払い,一般市民をも強制収容するイギリス軍に対して,

アフリカーナーはゲリラ戦で応戦し,どちらも2万人以上の犠牲者を出し,ア フリカ人も 1

万 4000人が命を落とした。1902年にイギリスの勝利をもつて南アフリカ戦争は終結を迎

えた.

南アフリカの統一国家樹立によつて,イ ギリス,アフリカーナー両者とも,相手よりも

有利に立てると考え,長い話し合いの期間を経て,1910年 ,ケープ州,ナタール州, トラ

ンスバール州,オレンジ自由州の 4つの州からなる南アフリカ連邦が形成された。公用語

には英語とオランダ語が使用され,歴代首相はアフリカーナーが務めたが,経済分野では

イギリスがその権力を明け渡すことはなかつた

(3) 南アフリカ連邦

南アフリカ連邦下では,原則的に自人だけにしか参政権が認められておらず,初代首相

にはアフリカーナーのルイス・ボータが選ばれた。1912年に,後のアフリカ民族会議伍NC),

南アフリカ原住民民族会議が発足する。翌 1913年には原住民土地法によつて,政府はアフ

リカーナー農民の救済措置をとつた。その内容は,南アフリカの一部をアフリカ人向けの

居留地 (アパル トヘイ ト体制ではホームランドと呼ばれるようになる)と し,アフリカ人

による土地の売買や賃借を禁止するものであつた。定められた居留地は国土の 7.3%に しか

すぎず,人口の 3分の 2以上を占めるアフリカ人が狭い土地に追いやられ,こ うしてアフ

リカ人農民の生活基盤は奪われていつたのである。また,第一次世界大戦が始まつた 1914

年には,南アフリカ戦争ではアフリカーナーの指揮官の一人でもあつた J.BoM.ヘルツォー

クが中心となり,反政府思想のアフリカーナーから成る国民党を立ち上げた。この国民党

こそが,後にアパル トヘイ ト政策を強行に推し進める組織となるのである.

南アフリカでは次にプアホフイ ト (貧 しい白人)の問題が浮上してきた。アフリカーナ

ーは,先住民であるアフリカ人の土地を奪うことで領地を増やし,財を築いていったが ,

土地にはもちろん限りがあるので,アフリカ人の土地を奪いきつたところで,それ以上の

領土拡大は不可能となつた。峯(1996)は アフリカーナー社会には,土地を子どもに分配する

慣例が存在 したことを指摘している。限られた土地の分配では,代を重ねるごとに減つて

いくだけであつた。そして,土地が農業を営むに十分な大きさがない場合には,相続者は



その土地を売つた。すると,その離農者は仕事を得るため都市へと移住することになるが,

多くの場合それらの人々は特別な技術や知識なども持つていないために,給料の安い労働

者として働くほかに道はなかつた。そうした自人がプアホワイ トと呼ばれる。また,コ ノ

リー(2003)に よると,南アフリカ戦争時にイギリス軍がアフリカーナーの農地の多くを焼き

払つたことも,プアホワイ トが急増した原因であつた .

ボータが 1919年にこの世を去ると,同 じくアフリカーナーのヤン・スマッツが首相にな

った。当時,金の価格の下落に伴い南アフリカの金鉱業は低迷していた。そこでスマッツ

は経済の建て直しを図るが,そのためにアフリカーナーの支持を失うことになる。という

のは,労働力の合理化を図るため,アフリカーナーよりも賃金の格段に安いアフリカ人を

積極的に雇用する動きを見せるようになつた鉱山経営者をスマッツが擁護したためである。

そこで 1922年には,鉱山で働くアフリカーナーたちが一斉にス トライキを行い,200名以

上の死者が出た.アフリカーナーとアフリカ人労働者の共闘を危惧した政府は,新たな法

律を制定し,自人労働者の雇用創出や最低賃金の設定などの便宜を図ることになった。

1924年に行われた総選挙では,労働党と国民党がスマッツ率いる南アフリカ党を破 り,

ヘルツォークが首相の座に就く。ヘルツォークは 1939年に,第二次世界大戦には中立の立

場を保つて参戦すべきでないと唱え,議会と対立したため退陣し,イ ギリスが再びスマッ

ツを首相の座に据えた.も ともと親イギリス派であつたスマッツは,南アフリカを第二次

世界大戦にイギリスと同じ連合軍として参戦を決定するが,またもやアフリカーナーの反

感を買うことになった(コ ノリー 2003).

第二次世界大戦後は,世界各国で植民地支配からの独立運動が活発化し,南アフリカ内

部のアフリカ人の間でも,抵抗運動の兆しが見られるようになる。その中心的役割を果た

したのが,アフリカ民族会議と 1920年にできた南アフリカ共産党である。初期のアフリカ

民族会議は差別撤廃運動として,数々のボイコットやス トライキなどを行つた。コノリー

(2003)の指摘によると,南アフリカ共産党はもともと自人労働者のための組織であつたが ,

やがて白人・黒人の区別なく南アフリカにおける労働環境の向上のための運動をするよう

になった .

(4)アノウレトヘイ ト

1948年に国民党がアパル トヘイ ト政策を前面に出し,政権を獲得したことから,その後

次々とアパル トヘイ トに関する法律が成立していく。まず異人種間の結婚などを禁じる雑



婚禁止法と背徳法それぞれ 1949年と 1950年に制定され,さ らに人口登録法(1950年)に よ

つて人々の人種が分類されることになつた。同じく 1950年に作られた集団地域法では,自

人,黒人,カ ラー ド,ア ジア系に分けられた人々が,別々の居住地に振り分けられた。黒

人は民族ごとにバンツースタン,またはホームランドと呼ばれる居住地に追いやられた。

黒人は南アフリカの国民ではなく,バンツースタンの市民とみなされ,南アフリカの都市

で働く際には,外国人労働者として扱われることになつた.ま た,黒人は白人の居住区と

の往来のために,許可証(パス)を常に携帯するよう,パス法で定められた。このように,ア

パル トヘイ ト法によつて様々な規制が行われたが,そのため,黒人だけでなく,それまで

は自人による差別に悩まされることのなかつたカラー ドからも不満の声が聞かれるように

なった。

1949年,アフリカ民族会議の若手,ネルソン・マンデラやウォルター・シスルらが「行

動計画」を発表し,ス トライキやボイコットなどによる政府への抗議運動を呼びかけた。

そして 1952年には不平等な法律に従わない不服従運動を展開したことで,マンデラをはじ

めとするアフリカ民族会議のメンバーは逮捕され,裁判が行われたりしたが,それでも人々

の不服従運動を通じた政府への抗議は続いていった。1955年の 4月 ,ジ ョハネスバーダ近

郊で,南アフリカ国民の代表が話し合いのため,人民会議を開催した.いろんな人種や民

族の代表者ら3000名 が参加し,人種差別のない民主的な国家作りを目指した自由憲章が作

成された .

しかし,政府はこれを認めず,1956年にはマンデラを含む反アパル トヘイ ト活動家ら150

名以上を,反逆罪で捕らえた.その際に捕らえられなかつた活動家たちにも活動禁止令を

出すなどして,南アフリカ政府は反アパル トヘイ ト運動を鎮めようとした。1958年に国民

党党首のス トレイダムが死去すると,それまでのアパル トヘイ トの法律制定の中心人物で

あったヘンドリク・フェルウール トが首相となり,アパル トヘイ トをさらに強化させてい

った.

マンデラなどアフリカ民族会議の主要なメンバーは人種を超えた和解と協力を目標とし

ていたが,黒人民族主義の考えを持つメンバーからは批判の声も上がった.そ してそれら

のメンバーは 1959年にアフリカ民族会議から離脱し,パンアフリカニス ト会議を組織し,

翌年 3月 ,5000人に上る人々を率いてパス法に抗議するためシャープビルの警察署を取り

囲んだ。60名以上の死者と 180名以上のけが人がでた。これを受けて南アフリカ政府は同

月に非常事態宣言をし,4月 にはアフリカ民族会議とパンアフリカニスト会議の活動を禁じ



た。白人とインド人をそれぞれ 100人近く,カ ラー ドは 30人以上,黒人にいたつては 1万

人以上を逮捕し,捕 らえた黒人の数百人に対して暴行を加えた.イ ンドのガンディーの影

響で,アフリカ民族会議とパンアフリカニス ト会議のどちらも非暴力的運動による政府ヘ

の抗議活動を続けていた.しかし政府による度重なる暴力によつて,2つの組織はともに軍

事組織を形成するまでに至る。

シャープビル事件によつて南アフリカにおけるアパル トヘイ ト制度は世界中で大きな波

紋を呼び,国連の場でも 1952年以降アパル トヘイ トヘの非難が相次いだ。1961年になる

と,反逆罪で捕らえられていたマンデラは無罪として釈放されたが,政府の監視から逃れ

るため逃亡生活をはじめた.そ して翌年 8月 ,ジョハネスバーダ郊外のリボニアにあるア

フリカ民族会議の軍司令本部が警察にみつかり,その際に国内でのゲリラ戦の計画書など

が押収された。10月 にはマンデラをはじめとする 10人の活動家に対して,裁判が行われる

ことになつたc裁判は長期化し,1964年 6月 ,マンデラを含む中心的活動家たちには終身

刑が言い渡された。

1970年代以降,政府は 10ヶ 所のホームランドを独立国として自治権を与えることで,

アフリカ人を狭い不毛の地に押し込め,経済的にも苦しい生活を強いた。その中でホーム

ランドの一つであるソウェトにおいては,アフリカーンス語教育を強制する政府とアフリ

カ人との間で騒動が起こり,500名 以上の死者が出たりした .

1980年代に入ると,首相の

「

旺ボータはカラー ドとインド系の人々の参政権を認める新

しい憲法を制定するが,あくまでそれぞれの人種を別々にわける,と いう姿勢は変わらな

かった.ま たこの憲法によつて,議院内閣制から大統領制へと移行し,ボータが大統領に

就任した.アフリカ人の間では不満が蓄積され,アフリカ人の暴力事件が頻繁に起こるよ

うになつた。1989年にボータが病気で大統領の職を辞すと,EWデ クラーク大統領政府が

誕生することになつた .

デクラークは様々な改革に取り組んでいくが,最初に数名のアフリカ民族会議の指導者

を無条件で釈放した。ボータ政権の頃にも,政府とマンデラとの水面下での交渉は行われ

ていたが,話はまとまらなかつた.しかし,シスルなどのアフリカ民族会議の指導者がデ

クラークによつて釈放されたことを知り,マンデラはデクラークとの話し合いの場を持つ

ことにした.デクラークはマンデラとの話し合いの結果,アフリカ民族会議をはじめとす

る 33の組織の活動禁止令の取り止めと,政治犯の釈放を決め,1990年 2月 にはマンデラ

も釈放された.
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2.3 現在

1994年 4月 ,南アフリカ共和国における初めての全人種参加による国政選挙が行われ ,

5月 にはマンデラが正式に大統領に就任した。マンデラが真っ先に取り組んだ問題の一つは

アパル トヘイ ト時代の犯罪である。マンデラは真実和解委員会を設立し,アパル トヘイ ト

時代の犯罪を明らかにしようとした。それはアパル トヘイ ト体制下で行われた犯罪につい

て,被害者だけでなく加害者も真実を告白する,と いうものだ.自 ら自分の罪を告白する

ものは赦され,裁判を受けることもないが,委員会による招集に応じないものは裁判にか

けられた.真実和解委員会は,人種を超えて痛みを共有しようという試みであつたが,被

害者の中には加害者が罰せられないということに不満を持つ者もいる。

マンデラはまた,復興開発計画にも着手した.その内容は公共事業による雇用創出や保

健・教育・福祉の向上であり,一定の結果を出してはいるが,国民の中には不満を抱いて

いるものも少なくない。なぜなら,失業率はあいかわらず高いままで,貧富格差の是正も

進んでいないからだ。失業だけでなく,エイズの蔓延も南アフリカ共和国が抱える大きな

問題である。

マンデラは任期終了の 1999年で大統領職を退き,マンデラ政権時には副大統領としてマ

ンデラを支えたターボ・ムベキが現在は大統領に就任している。

3 スーダン

3.1 スーダン

(1) 国の概要

スーダンは 250万 kピの国土を有し,面積ではアフリカーを誇る。その広い国土にお

いては地域によつて自然環境も異なるが,北部・中部・南部の 3つに分けてみることがで

きる。まず,エジプ トとの国境からエル・フィッシヤ~と カツサラよりも北の地域は,高

温でありながら雨量は少ないため,一部を除き砂漠と半砂漠となっている。中部地域も高

温であるが雨季には若干の雨が降るので,サバンナ地帯になっている。南部地域もやはり

高温であるが雨量が多いため,サバンナ地帯や熱帯雨林を有している。スーダンの人口は 3,

552万人でそのうちの 494万人が首都ハルツームで暮らしている。スーダン国内でみられ

る宗教にはイスラム教,キ リス ト教,土着宗教がある.
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地図 3.1‐1 スーダン周辺地図

(出典)外務省,2006,各国インデッ

クス (スーダン)

地図 3.1‐2 スーダン

出典)富田正史,1992,『 スーダンにおける国民統合』

晃洋書房 .

スーダンにおける人種を大きく区分すると,アラブ系 40%,アフリカ系 31%,ベジャ族

7%となる.富田正史(199"は ,1955ノ56年に行われたスーダンの国勢調査結果では,56の

種族と 597の部族が存在しているとされ,アフリカの中でも複雑な民族構成を有した多民

族国家である,と述べている。1955ノ56年以降に行われた国勢調査では,国民統合の流れに

反すると考えられたためか,部族や民族についての項目はなく,したがつて国勢調査によ

る民族の分類は現在でも 1955/56年のものしか資料はない 1955ノ56年のスーダン国勢調査

における民族構成の結果を,富田の記述をもとにまとめると以下のようになる (富田 1992).

北部の民族集団にアラブ系スーダン人,ベジャ人,ヌ ビア人,フール人・その他,ヌー

バ人,イ ンゲッサナ人に分けられる。アラブ系スーダン人は全人口の 39%を 占め,人口比

率の上でも,政治・経済においてもスーダン独立以前から中心的な存在である.ベジャ人

は全人口の 6%を占め,遊牧や農耕で生活を営んでいる。ベジャ人はアマラル,ブシャリン,

ハデンダワ,ベニ・アマルなどの下位集団に分けられるが,ア ラビア語やイスラム教の影
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響のため,ベジャ人独自の文化や言語は失われつつある.ヌ ビア人は人口の 3%を占め,ヌ

ビアのナイル流域に住んでいるが,ア ラブ系スーダン人との婚姻により,その文化的身体

的同化が進み,伝統文化は失われつつある。アラブ系スーダン人との同化が他集団よりも

進んでいるためか,政府の高官になるものも増えた.フール人は全人口の 2%で,現在でも

固有の文化と言語を維持しているが,多くのフール人はイスラム教を受け入れ,アラビア

語も話すようになつているc白ナイルと青ナイルの間に位置するエチオピアとの国境地帯

に農耕民として暮らしているのが,イ ンゲッサナ人をはじめ,コ マ人,ベルタ人などのフ

ンジ集団である。

北部よりもさらに人種的 0文化的多様性を持つ南部における民族集団は,ナイル系,ナ

イル・ハム系,スーダン系に大別される.ナイル系にはディンカ人,ヌ アー人などがいる。

ディンカ人は人口の約 10%を占めており,アラブ系スーダン人の次に多く,人口の 5%を

占めるヌアー人と,歴史の中で衝突することも少なくなかつた。ナイル・ハム系にはバリ,

クク,マ ンダリ,ニャングフラ,カ クフなど多数の民族集団が含まれ,各民族間の関係も

非常に込み入つたものである。スーダン系は人口の 2%を 占めるザンデ人の他は,た くさん

の少数民族に区分される。

スーダンの公用語はアラビア語と英語であるが,民族固有の言語も多数存在している。

(2)国の経済

農業はスーダンにとつて欠かせない産業である.富田によると,スーダンは広大な国土

のうちの 25%が砂漠であるが,少なくとも 8000万ヘクタールの土地で耕作が可能である

のに,現在はそのうち 680万ヘクタール程度でしかない。スーダンは灌漑施設の普及や耕

作地の拡大を最大限に行えば,ア フリカ全土に食糧供給も可能である,と 言われるほどの

可能性を秘めている(富田 2002).ス ーダンの農産物として有名なものには綿花や落花生,

アラビアゴムなどがある。

また,スーダンは豊富な鉱物資源を有している。主な資源には,石油,金,銀,鋼,亜

鉛などが含まれるが,富田(20021175)は 「その多くは南部にあり,内戦が終わらないかぎ

り,その開発は将来のことになる」としている.

2004年のスーダンの国民総生産は 196億 ドルで,経済成長率 6.6%はであるが,失業率

は 15。4%であつた。
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3.2 スーダンの歴史

(1) 19世紀以前

スーダンでは紀元前からナイルメ||を中心に,多種多様な人々が生活を営んできた。紀元

前 8世紀から 7世紀半ばまでには,エジプ ト植民地であつたクシュが反対にエジプ トを支

配下に収めるといつた動きがあつたが,その後は様々な集団がそれぞれ勢力を振るつてい

た.メ ロエもその一つであつたが,メ ロエは中東文化をスーダンの地に持ち込んだとされ

ている。

4世紀に入るとメロエはその力を失い,新 しい勢力が生まれていくが,6世紀の中頃まで

にはそれらの支配層はキリス ト教化されていき,ヌ ビアと呼ばれる文化を発展させていつ

た(富田 1992:2).7世紀以降になると,ムスリム(イ スラム教分 であるアラブ人がスーダン

に住むようになり,そのためキリス ト教徒たちは力を失つていく。16世紀に入ると,青ナ

イル流域にフンジ国が,ダルフール地方にフール国がアラブ人イスラム教徒らの手によつ

て作られた。この二国によつてイスラム勢力は,現代のスーダン北部におけるイスラム勢

力につながつているのである。

(2)植 民地時代

金と象牙と奴隷を求めるムハンマ ド・アリーが,1820年に軍隊を率いてスーダンにやつ

てくると,フ ンジ国は翌年にはその支配下に置かれた。1874年にフール国が征服される頃

には, トルコ・エジプ トは現在のスーダンのほとんどを植民地化していた。

「1881年,イスラム世界の救世主である『マフディー』を自称するムハンマ ド0ア フマ

ドが反乱を起こし…… トルコ・エジプト軍を打ち破り,1885年には,征服勢力の本拠地…

…ハル トゥームを陥落させた」(富田 1992:9.マ フディーはその後まもなく死去し,アブ

ダッラーがかわつてスーダンを率いた.だが,1898年には再びイギリスとエジプ ト軍に攻

め入られ,イ ギリス・エジプ ト両国による共同統治下に入る.その後スーダンが独立を果

たすまで,50年以上にわたつてイギリス・エジプ トによる植民地支配が続くが,エジプト

もイギリスの支配下にあつたため,事実上スーダンはイギリスによつて支配されていた。

よってスーダンにおける政治や軍事を取り締まる総督はイギリス人ばかりであつたが,エ

ジプ トのナショナリズムの気運が高まつた 1924年 ,総督であるリー・スタックが殺害され ,

エジプ ト軍による反乱が起こつた。イギリスはその反乱を速やかに沈めた後,スーダンを

単独で支配する体制を強めていつた .
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一方,スーダン住民内部では,南部での奴隷狩りや象牙狩 りなどに端を発する争いが激

化したcア ラブ系スーダン人が支配者側と手を組んでいたため,南部住民はアラブ系スー

ダン人を恐れ,両者の関係に深い亀裂を走らせた。

イギリスは民族ごとにスーダン住民を分けて支配をすすめていき,南部をキリス ト教宣

教師によつて支配することで,北部のイスラム勢力を南部までは持ち込ませなかつた。1930

年にはさらに南部政策が提案される。南部政策の内容はアラブ系の役人や商人の排除や共

通語としての英語の奨励などであつた。それは表向きには,南部住民の北部住民からの保

護政策であった。南部におけるアラブ・イスラム勢力を弱めることで,南部の文化や伝統

を守り,西欧文化の導入を図つたのである.だが実際のところは,エジプ トのナショナリ

ズムを南部まで波及させないためのものであつた。富田(199"は ,南部政策は南北分断と民

族集団間の分断の両方が意図されていたとしている。

やがて 1956年にスーダンは独立を勝ち取るが,「それは南北間の政治的経済的格差や民

族集団間の社会的文化的相違を残したままの独立」であっただけでなく,「独立後のスーダ

ンの諸問題の多くはこの植民地時代につくられたといつても過言ではない」と富田(1992:5)

は述べている.

(3) 第一次内戦

スーダンでの第一次内戦は,独立の前年 1955年に勃発した。1952年からイギリス 。エ

ジプ ト間でもスーダン独立に向けての話し合いが行われ,準備は着実に進められていた .

しかし,スーダン住民である北部人・南部人の交渉は,それまでの両者の関係が尾を引き,

なかなか上手くは運ばなかつた。南部人には独立国スーダンにおいて重要なポス トはあて

がわれず,南部にやつてきた北部人官吏は行政にきちんと取り組まなかつた。そうして南

部人の不満は高まる中で,南部人に対する不当な裁判や織物工場が行つた南部人の大量解

雇の問題が起こつた。抗議運動にでた南部人と北部人の間の争いが続き,両者は多くの死

傷者を出し,政府は北部人兵士を南部へ派兵する。南部人が降伏し,争いがおさまるかに

見えたが,南部兵士はその後ゲリラ活動を開始するc

1858年,ア ッブー ド軍事政権が,ク ーデターにより誕生し,1963年に生まれたアニャニ

ャと呼ばれる反政府組織の存在も一因となつて,南部との戦いはよりいつそう激しさを増

すことになる.多額の軍事費によつてスーダンの経済は行き詰まり,その結果 1964年に軍

事政権は終わりを告げる。
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南部問題についての議論を行 うためにハル トゥームの大学生が開いた集会に,警官隊が

介入し,多 くのけが人と死者が一名出たcこの事件によつて大衆の政府批判が強まり,様々

な業界におけるス トライキが起こつた.そ うしたなかで裁判所長官であつたアフダッラー

を中心に,国民戦線が組織された.ま た,こ の事件によつて共産主義者の動きも活発にな

り,それと対抗する形でイスラム原理主義者もハル トゥーム大学の法学部部長であつた ト

ゥラビーを指導者に,イ スラム憲章戦線(ICF)を結成した。

アッブー ドが政権を去ると,早期の総選挙実施または内閣改造を唱える人々が現れ,彼

らは統一国民戦線ONF)をつくり,共産党は労働組合などと共に社会民主戦線(SDDを立ち

上げた.こ のように北部・南部それぞれにおいて多数の政治的・思想的組織が形成されて

いったが,政府は南北の話し合いの場を持つため,それらの代表的組織と会合を重ねてい

った。

1969年クーデターによつて,共産主義者とアラブ民族主義者の支持を集めるニメイリが

政権を握つた。ニメイリと支持者らは手始めに多数の政治家を捕らえ,スーダンを社会主

義国にするための基盤を築こうとした.ニメイリらの暴挙に新たなクーデターが起こり,

ニメイリも一度は捕らえられるが 3日後には再び権力を取り戻したeするとニメイリは共

産党勢力を一掃し,社会主義国家の建設から,国民統一と経済発展へと方向転換を図つた.

ニメイリはその新たな目標を現実のものとするため,内戦終結のために動き出した.ニ メ

イリはスーダンにおける南部人の権利を保障し,南北の住民による相互理解がスーダン統

一に必要不可欠であると訴えた.彼の発言は南北両住民の間で物議をかもしたが,南部人

閣僚のアリエルの奮闘により,政府と南部に内戦終結に向けた環境が徐々に整つていつた .

そして,エチオピアのアディス・アベバで交渉が開始された。こうして第一次内戦はアデ

ィス・アベバ協定の締結によつて 17年にも及んだ内戦は終結した。

(4) 第二次内戦

ニメイリは強力な一党独裁制によつて,1985年まで長期にわたつて政権を握った。しか

し反政府勢力によるクーデター計画などが絶えず,政治的な安定は決して強固なものでは

なかつた.スーダンの第二次内戦は 1983年,南部人兵士による反乱で幕を開けた。元政府

軍の将校であったガラングが反乱鎮静化のために南部へ送られたが,ガラングは逆に南部

人民解放運動(SPЫOや南部人民解放軍(SPLA_pを組織する指導者となつた。富田(199"に よ

ると,南部兵士らの反乱は北部への配置転換や,北部兵士の南部兵士に対する暴虐など,
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様々な不満が折り重なつた結果である。アディス・アベバ協定の締結後,南部人は教育環

境の改善や経済開発に大きな期待を寄せていたが,実現しなかつたeしかし,ジ ョンレイ

運河と石油採掘の計画だけは着実に進められていつた。だが,どちらも南部住民が期待し

ていたような効果は生まれず,政府への不信と不満が充満していつた。またニメイリは,

石油採掘地である北部と南部の境目に位置する地域を北部へ編入しようとしたことで,南

部人の反感を買つた。やがて南部の反乱勢力は上記の二大事業に従事していたフランス人

とアメリカ人技術者を誘拐したため,開発は暗礁に乗り上げた。

ニメイリは国会において南部の分割を提唱し,分割によつて民意が政治に反映されやす

くなると訴えた.しかし実際には,南部における資源に目をつけたヌメイリは,南部内で

の対立激化と中央政府の影響力の強化を狙つていたのである。

SPLM/SPLAは スーダンの抱える問題解決のため,社会と政治の変革をめざして活動を

行つていると主張している。彼らは「スーダンのような人種的民族的宗教的に多様な国を

統一するイデオロギーは『社会主義』しかないとの観点に立ち,スーダン全体に社会主義

体制を実現」(富田 1992:60し ようと試みている。

2005年 1月 に,スーダン政府とSPI劇[が国際社会の声を聞き入れる形で,南北包括和平

合意が成立し,20年以上にわたつて続いた第二次内戦も終結した`ダルフールにおいても,

2004年に停戦合意がなされて一度は終結したかに見えたが,いまだに民兵の襲撃が続き,

治安は悪化する一方である。

5 考察

2章,3章では南アフリカ共和国とスーダンの歴史的背景を中心にみてきたが,本章では

それらを踏まえて,私なりにアフリカにおける内紛を解決の道筋と,経済的発展と政治的

安定の鍵を検証していきたい。

「いうまでもなく,固有の文化や言語を有する民族集団は多集団との関係で自民族中心

主義(ethnocent五 sm)に陥りやすい」と富田(1992:7)が指摘するように,南アフリカ共和国

においても,スーダンにおいても,人種・民族間の抗争は多く見られた.そ してどちらの

国においても,搾取する側とされる側に分かれていた。このように搾取する側とされる側

に分かれた場合に,搾取される側が基本的人権や参政権といった正当な要求をしているだ

けであれば,搾取する側にその要求を受け入れるほうが受け入れないよりも利益が大きい
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と感じられれば,和平の合意は成り立ちやすいと言えるだろう。

南アフリカ共和国の場合,自人であるデクラークが,アパル ト
ヘイ トによつて確保され

ていた白人の特権や優遇措置を捨て,政治犯として囚われていた黒人を釈放することで ,

差別撤廃の意思を行動で示したことで,事態は急展開した。国際社会における批判の高ま

り,貿易削減などで南アフリカ共和国の経済は苦境に立たされていた。また,ア
パル トヘ

イ ト体制による経済的繁栄が飽和状態まできていたことによつて,アパル ト
ヘイ トによる

利益が頭打ちになつており,アパル トヘイ ト体制がもう長くは持たないということも次第

に明らかになりつつあつた.よ つて,アパル トヘイ トを撤廃し,国際社会に受け入れられ

るように振舞つたほうが,自人には得であつたのだ。アパル トヘイ ト法は全て撤廃された

が,それでも自人と黒人の経済や教育における格差は依然として残つている.

スーダン政府の場合も程度の差はあれ,南アフリカと同じ状況下であつたと見ることが

できるだろうe一度目のアディス・アベバ協定ではニメイリが社会主義思想から相互理解

で結ばれた統一国家というビジヨンを基に南北和平を目指したわけだが,それは純粋に南

の言い分や権利を認めたわけではない.ソ連から離れてアメリカ路線に走つたエジプ トを

追いかけ,周辺諸国の動きに合わせただけである.実際,ニメイリはその後,南北境界線

の平行や南部の分割を唱えて,北部や政府に有利になるように働きかけているc

二回目の包括和平合意も,長引く内戦による疲弊と,国連をはじめとした国際社会に背

中を押されたためである.スーダンは和平に合意したことで,各国からの多額の資金援助

が得られることになつた。また,石油をはじめとする地下資源を有効活用するには,内戦

を終結させることが重要であつた .

少なくとも南アフリカ共和国とスーダンの例では,被支配者による正当な権利の主張は,

主張を受け入れたほうが支配者にとつてもプラスに作用することが明確であれば,早い段

階で受け入れられるだろう。

また,南アフリカ共和国では黒人間での意見や利害の違いもあつたが,スーダンではな

ぜ未だにダルフールにおける襲撃がやまないのかを考えてみよう。まず,南アフリカの場

合はアパル トヘイ トという明確な敵があつた。そのため,その共通の敵を倒すために,互

いの多少の立場の違いは
二度横へ置いておき,協力するという形がとられた。また,ア フ

リカ民族会議やマンデラといつた, リーダーシップがあり非常に多くの人々から支持を得

られた組織や個人の存在があつた。しかし,ス ーダンの場合は,アパル トヘイ トのような

明確で共通の敵は見当たらない。そして,大きな勢力をもつ集団は存在しても,皆からの
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支持が得られていなかつたり,そ もそもそれぞれの集団がきちんと組織化されていなかつ

たりして,代表者が不在である.ダルフール紛争も,積極的にリーダーシップをとつたり,

話し合いに応じさせられる人物や組織がいないのが問題であろう。

次に,「内紛が先進諸国や国連機関の介入が効果をあげていない,または介入によつて事

態が余計に悪化し,そのために今までに終結しえたものが未だに続いている」という仮説

を検証してみよう。

南アフリカの場合,国際世論の高まりによつて,外国企業の南アフリカ撤退や投資の凍

結,貿易額削減などが政府側に不安を与えたのは間違いない。しかし,実際にはアパル ト

ヘイ トに反対の声を上げながらも,その時代に貿易額が上がっていた国も中にはある.さ

らに,国連では毎年のようにアパル トヘイ ト非難の声明が出されたが,それ自体では南ア

フリカをアパル トヘイ ト撤廃の道を歩かせる力はなかつた。スーダンの場合,政府や反政

府勢力が外国からの資金援助等を受け取つていたこともあり,それらの国々が資金援助を

絶てば武器を調達することができなくなるため,それは有効な手段であろうが,残念なが

ら,そ うした動きは見られなかつた.二回目の包括和平合意に関しては,国際社会の積極

的な介入によつて解決に至ったわけだが,それでも内戦がはじまつてから20年以上経ての

ことであった。

よって,南アフリカ共和国とスーダンの例では,国際社会の介入が上手く働く場合もあ

るが,結果が出るまで時間がかかりすぎている.また,そ もそも当時の大国であつたオラ

ンダとイギリスが南アフリカを支配下に置いたことがそもそもの始まりであるから,他国

の介入のために事態が悪化し,苦 しめられた, と考えることもできよう。だが,一般的に

は,他国内の争いごとに介入する国々はそれぞれの思惑や立場で行動することが多いため,

介入は慎重に進め,第二国による介入行動の監視といったシステムが必要だろう。実際 ,

国連などの国際機関でさえも,大国の意向を汲んで行動して,非難を浴びることもあつた。

また,内政干渉にならないよう,介入する時期や程度も十分に考慮されなければならない。

二つ目の仮説 「人種や宗教の違いによる争いというのは表面的なものであり,その根本

的な原因は別のものである」を検証してみよう。

まず,南アフリカ共和国では,アパル トヘイ トという人種差別をめぐっての闘争であっ

た。しかし,藤本義彦(1990はアパル トヘイ トを「単なる人種差別政策ではなく,人々の生

活を破壊し生命を奪い,南ア社会を政治・経済・文化などあらゆる分野で歪める暴力装置

であった」(藤本 1996:0と し,その上「アパル トヘイ ト政策が単なる人種差別と異なるの
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は,人種差別を法律によつて包括的に規定し,人種・民族ごとの「分離発展」を正当化し

たことにある」(藤本 1996:のと述べている。つまり,アパル トヘイ トは人種差別によつて

黒人や有色人種の生活そのものを脅かしたのである。その原因は何であつたかと考えると,

自人の利益確保であろう。黒人に対して不当に安い賃金しか払わないことで,安価な労働

力を大量に使 うことができたし,その分自分たちの利益は増えていつた。また,イ ギリス

系白人は別としてだが,オランダ系や ドイツ系の移民は,本国では下層に位置する労働者

であつたし,フ ランスのユグノー教徒らは迫害を逃れてきたわけだから,被支配者として

の彼らの経験が,支配者層への仲間入りを渇望させ,不当な人種差別へと走らせたのかも

しれない。

一方スーダンでは,紛争は北と南の二極に分かれたものだと言われているが,第一次内

戦においては間違つていないだろう。確かにスーダン北部はアラブ系のムスリムが住んで

いて,南部は黒人のキリス ト教徒が多い。このように区分すると非常にわかりやすいが,

それは植民地化において形成された構図である。イギリスの統治により,南部はアラブ・

イスラム勢力が入 り込まないように,西洋化政策が取られ,公用語も英語にされていつた。

つまり,単純な人種・宗教の違いではなく,歴史の中で形作られていつたのだ。富田(1992:

7)が指摘するように,「他民族状況それ自体ではなく,過去の歴史においてそれらの民族集

団がどういう関係にあつたか」を考えることは重要である.イ ギリスがスーダンを支配し

ていた頃,イ ギリスはスーダン住民を分割して統治することで,彼 らの間で協力関係では

なく,対立・競争関係ができあがるように仕向けたことも見逃せない。なぜなら,イ ギリ

スの思惑通り,住民間で無用な軋礫が生じたのも事実であるからだ.また,スーダンでは

非常に多様な種類の人々が存在し,複雑な種族・部族関係を織 り成しているため,一 口に

民族といつても個々の種族・部族関係を見ていく必要がある.第二次内戦においては,雇

用や石油の収入といつた,経済に直結するような対立が目立ち,それぞれの集団が自分た

ちの取り分を確保するために奪い合つた形だ。

以上から,「人種や宗教の違いによる争いというのは表面的なものであり,その根本的な

原因は別のものである」という仮説は妥当であろう。少なくとも南アフリカ共和国とスー

ダンにおいては,単純な人種や信仰する宗教の違いそのものよりも,2つの集団の中で相反

する利害の存在や,それまでの歴史の中で培われてきた関係性が,人種や宗教の違いと結

びついて闘争につながつていくと考えられる。また,利益の独占も争いの種となつてきた。

しかし,南アフリカでは長く続いた白人による黒人の支配というアパル トヘイ トの構図が
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崩れ,現在ではさまざま肌の色の人々が共存する「虹の国」を目指している。つまり,人々

の関係性は歴史の中で作られていくが,新しい関係性を作っていくことも可能であるとい

うことである.よ つて,過去における 2集団の関係が良好でなくとも,これから変えてい

けるし,またその逆も有りうるということである.

一国における民主主義はその国の経済が豊かであれば,継続する可能性が高い, とさ

れるが,南アフリカ共和国においてもスーダンにおいてもあてはまるのではないだろうか.

南アフリカはアパル トヘイ トという悪法を打ち破つたが,当初の見通しほど国の経済は良

くならず,復興開発計画も政府の財政難から思 うように進んでいない。失業率も高水準の

ままでは,いずれ働きたいのに働き口がない若者たちを中心に暴動が起こるかもしれない .

南アフリカもスーダンも幸い,共に鉱物資源や農地に恵まれた国である.それを独占しよ

うとしたり,奪い合つたりすれば,当然のことながら,争いは起きる。皆が一定レベルの

生活水準を保つて暮らしていけるような社会の基盤を作り,特定の人間だけが利潤をむさ

ぼることがないような仕組みを作ることが大切だろう。それは,南アフリカとスーダンの

豊富な資源を上手に活用すれば,実現化するのはそれほど難しくないはずだ.政治的安定

は, しかし,経済だけで支えられるものではない。国民一人一人が政治を監視していくこ

とも必要である。また教育によつて個人の能力と判断力を向上させていくことも不可欠で

ある。そして,他国との連携も大切である.他国との外交の活発化はもとより,先進国に

よる経済的・技術的援助も有効に活用していくことである。それからアフリカではアフリ

カ連合をはじめとして南部アフリカ開発共同体や西アフリカ諸国経済共同体など,地域間

の協力体制が整つてきている.こ のような機関を通じて,お互いの発展のための活動が進

むことで,経済はもとより,政治的にもより安定していくことができるだろう.

6 おわ りに

国際化社会,グローバル化という言葉が一般に使われるようになり, 日常生活の中でも

モノ・ヒト・カネの行き来が国境を越えて行われている。日本においてもインターネット

の普及により海外の情報もリアルタイムで入手可能になり,海外旅行や留学など,実際に

外国を訪れる機会も多くなつた.しかし,世界で起こつている問題にどれほどの人が自分

の問題として身近に捉えられているだろうか。関係ないと思つていても,将来大いに関係

してくるかもしれない.例えば, 日本の急速な高齢化だつて他のアジアの国にとつては関
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係のない話であつただろうに, 日本における介護者不足を解消するため,近隣の国々から

看護士を募る時代だ.それぞれどこの国も大なり小なり何かしら問題を抱えているだろう.

関係ない, と無関心でいることは簡単だが,それなら自分に何ができるだろうか,と 考え

てみるほうが,大事ではないか。人間困つたときはお互い様,と助け合つて生きていくほ

うが,未来が明るく見える気がする.
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